
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管） 復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計

0 42,982,786 42,982,786

復興庁 防衛復興政策費 武器車両等の購入に必要な経費 0 10,633,179 10,633,179
航空機の購入に必要な経費 0 1,590,916 1,590,916

復興庁 防衛復興政策費 武器車両等の整備維持に必要な経費 0 589,853 589,853
航空機の整備維持に必要な経費 0 30,168,838 30,168,838

人的資源の効果的な活用 0 1,813,074 1,813,074

復興庁 防衛復興政策費 教育・訓練の実施に必要な経費 0 1,813,074 1,813,074

0 11,413,558 11,413,558

防衛施設（在日米軍施設を除く。） 復興庁 防衛復興政策費 施設整備に必要な経費 0 11,413,558 11,413,558
の維持及び整備

0 56,209,418 56,209,418

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．復興庁所管分のうち防衛省関係のみ掲記している。
３．24年度予算額は、当初予算額である。

比較増△減額

計

25年度予算額

自衛隊の体制整備（装備品等の
整備）
自衛隊の体制整備（装備品等の
維持）

人材の確保・育成等（訓練基盤の充実・教育訓
練の実施、防大改革の推進、安全保障問題に
関する知的基盤の充実を含む。）

関係機関や地域社会との協力の推進
※各所事態における関係機関や地域社会との
連携を含む。

自衛隊の体制の保持・整備

政策評価体系 組織 項 事項 24年度予算額


